
	様式２－２【調書Ｂ】
令和　　年度児童福祉施設指導監査調書（児童処遇部門給食）

（保育所・保育所型認定こども園用）
施設名
施設記入日
令和　年　月　日
記入者
職名：　　
氏名：　　
※担当
※実地監査日
※監査職員



	
	基本的な考え方
	関係法令等
	着眼点
	チェック
	備考
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	「食育の目標」を十分考慮して展開することが重要である。子どもの発育・発達状況、栄養状態、喫食状況、家庭での生活状況などを把握し、これらに基づいて食事を提供すること。

上記を把握・評価し、提供することが適当な栄養エネルギー及び栄養素の量（給与栄養量）の目標を設定するよう努める。

　献立作成については、季節感や地域性などを考慮し、品質が良く、幅広い種類の食材を取り入れるよう努める。

子どもの咀嚼や嚥下機能、食具使用の発達状況等を観察し、その発達を促すことができるよう食品の種類や調理方法に配慮すること。乳幼児期の著しい発達段階を踏まえ、子どもの多様なニーズに対応できるよう食事の内容を配慮すること。
併せて、体調不良や食物アレルギー、障害のある子どもに対し配慮すること。


	・子母発0331001号（令和2年3月31日）
「児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について」

・保育所保育指針　第3章2

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
第6条＜食事＞

第32条＜保育所の設備の基準の特例＞

・雇児保発第0329001号（平成16年3月29日）
「保育所における食を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育」）に関する取組の推進について
」 
・子発0331001号、障発0331008号（令和2年3月31日）
「児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について
」
・雇児保発第330001号（平成24年3月30日）
「保育所における食事の提供ガイドライン
」

	（１）食事計画

□　食事摂取基準を活用した食事計画を策定しているか。

・集団特性を把握し、それに見合った栄養計画、衛生管理、食育の実践等を総括した食事計画を決定し食事の提供を行っているか。また、一定期間ごとに（日、月、期、年単位で
）見直しに努めているか。

□　給与栄養量の目標を設定しているか。

・設定する際には、子どもの性、年齢、発育・発達状況（摂食・嚥下機能、咀嚼）、栄養状態（身長、体重、成長曲線との比較、肥満度、健診結果等）、生活状況等（病状、アレルギー、食歴、嗜好、身体活動レベル等）を把握・評価しているか。

□　子どもの特性（アレルギー児、離乳食、肥満傾向等）に応じ、必要な援助及び指導を行っているか。

（２）献立業務

□　献立表を作成しているか。

・予定献立表に沿った食事が提供されているか。

・献立が季節感、嗜好に考慮し、変化に富んだ内容となっているか。

・その他、献立内容に問題がないか。

□　残食量や嗜好等の調査をしているか。

□　外部搬入による食事の提供（3歳以上児のみ）を行う場合は、栄養計画に基づいた内容であることを確認しているか。

□　給食（献立）会議を開催しているか。

・定期的に開催しているか。

・会議の実施状況は適切か。

・記録はあるか。

	□　適
□　不適

□　適

□　不適

（給与栄養量の目標量を設定していない）

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適
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安全性の高い食事を提供するために、食材・調理食品の衛生管理、保管時、調理後の温度管理の徹底、施設・設備の衛生面への留意と保守点検、検食、保存食を行い、衛生管理体制を確立させる。同時に、栄養士・調理員は健康管理に十分に気をつけることが重要である。

児童福祉施設においては、調理従事者だけでなくすべての職員が連携を図りつつ感染予防に努めることが重要であり、実効を期するため、大量調理施設衛生管理マニュアルを参考にすること。

献立表で計画されたメニューを可能な限り正確に実施するには、日々食数を把握し、必要量を購入することになる。併せて食品購入（の手続き）受払等は、適切に管理、把握されなければならない。

調理業務については、保育所が責任を持って行えるよう施設の職員により行われることが原則であり、望ましい。しかしながら、施設の管理者が業務上必要な注意を果たし得るような体制及び契約内容により、施設職員と同様な給食の質が確保される場合には、入所児童の処遇の確保につながるよう十分配慮しつつ、当該業務を第三者に委託することは差し支えない。なお、栄養面での配慮では保育所や保健所・市町村等の栄養士により献立等について栄養面での指導を受けられるような体制にあることを言う。


	・食品衛生法施行規則
・衛食第85号（平成9年3月24日）
大量調理施設衛生管理マニュアル

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
第5条＜衛生管理等＞

第7条＜入所した者及び職員の健康診断＞

・児企第16号（平成9年6月30日）
「児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防について
」

・雇児保発第0329001号（平成16年3月29日）
「保育所における食を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育」）に関する取組の推進について」第5章8

・児発第699号（昭和39年8月1日）
「児童福祉施設等における衛生管理の強化について（抄）
」

・雇児発第0120001号・障発第0120005号（平成16年1月20日）
「児童福祉施設等における衛生管理等について
」

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
第32条＜保育所の設備の基準の特例＞
・保育所保育指針第3章

・児発第86号（平成10年2月18日）
「保育所における調理業務の委託について
」
・雇児発第601004号（平成22年6月01日）
「保育所における食事の提供について
」
・子発0331001号、障発0331008号（令和2年3月31日）

「児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について
」

	（1） 食品・食器具等の管理

□　調理室の衛生管理は適切か。

・調理室の出入口、窓、排水溝にネズミや昆虫の侵入を防止しているか。

・専用の手洗い設備を備えてあるか。

□　食器具等の衛生管理は適切か。

・食器具の洗浄、消毒を適切に行っているか。

・ネズミや昆虫等が触れることのないよう衛生的に保管しているか。

□　検食は適切に保存されているか。

・検食（保存食）は、原材料及び調理済み食品を食品ごとに50g程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封して入れ、－20℃以下で2週間以上保存しているか。



□　原材料の受け入れや保管等を適切に行っているか。

・原材料について、品名、仕入れ元の名称及び所在地、生産者の名称及び所在地、ロットが確認可能な情報並びに仕入れ年月日を記録し、1年間保管しているか。

・原材料について、納入業者が定期的に実施する検査結果を1年間保管しているか。

・原材料の納入の際には調理従事者等が必ず立ち会い、検収を実施、その結果を記録しているか。

（２）食中毒予防

□　食中毒予防を徹底した調理を行っているか。

・加熱調理食品については中心まで十分に加熱しているか（中心温度75℃1分以上、二枚貝等は85～95℃で90秒間以上）。

・調理加熱後食品及び非加熱食品の二次汚染防止を徹底しているか。

・調理済み食品の温度管理を適切に行っているか。

・調理後速やかに（2時間以内）に喫食しているか。

□　調理従事者の衛生管理に努めているか。

・定期的な健康診断及び月1回以上の検便（赤痢菌、腸チフス、パラチフス、腸管出血性大腸炎、必要に応じてノロウィルス）を行っているか。

・調理従事者等が着用する帽子・外衣は毎日専用で清潔なものに交換しているか。

□　調理従事者の知識及び技能の向上を図るよう、講習会の参加等について配慮しているか。
（３）調理業務について

□　委託業務の内容が確認できる委託契約書（写し）等を整備しているか。

□　委託内容により適切に栄養管理運営を履行していることを施設側が確認しているか。

・受託側は契約内容を遵守し、連携が取れているか。

・調理従事者の検便が実施されているか。

□　外部搬入による食事の提供（3歳以上児のみ）を行う場合は、配膳まで衛生的に保管できる配慮や再加熱の設備等を有しているか。


	· 適

· 不適

· 適

· 不適

· 適
· 不適

· 適
· 不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適

□　適

□　不適
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	保育所における食育は、健康な生活の基本としての「食を営む力」の育成に向け、その基礎を培うことを目標とする。

子どもが生活と遊びの中で、意欲を持って食に関わる体験を積み重ね、食べることを楽しみ、食事を楽しみ合う子どもに成長していくことを期待するものである。

乳幼児にふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われるよう、食事の提供を含む食育の計画を作成し、保育の計画に位置づけるとともに、その評価及び改善に努めること。


	・保育所保育指針第3章
・雇児保発第0329001号（平成16年3月29日）
「保育所における食を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育」）に関する取組の推進について」

	（１）食育の計画

□　食事の提供を含む食育の計画を作成し、保育の計画に位置づけているか。


	· 適
· 不適


	


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


以下　0331第1号　→　0331001号　に統一


（詳細省略）


児童福祉施設における食事の提供の基本となる食事計画について、下記の事項に留意の上、効果的に実施されるよう、貴管内児童福祉施設への周知方よろしく御配意願いたい。また、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項の規定に基づく技術的助言である。


1　児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画の基本的考え方


2　児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画の策定に当たっての留意点


3　児童福祉施設における食事計画の実施上の留意点


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


法令　→　標題のとおり検索


2　食育の推進


(1)　保育所の特性を生かした食育


ア　保育所における食育は、健康な生活の基本としての「食を営む力」の育成に向け、その基礎を培うことを目標とすること。


イ　子どもが生活と遊びの中で、意欲をもって食に関わる体験を積み重ね、食べることを楽しみ、食事を楽しみ合う子どもに成長していくことを期待するものであること。


ウ　乳幼児期にふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われるよう、食事の提供を含む食育計画を全体的な計画に基づいて作成し、その評価及び改善に努めること。栄養士が配置されている場合は、専門性を生かした対応を図ること。


(2)　食育の環境の整備等


ア　子どもが自らの感覚や体験を通して、自然の恵みとしての食材や食の循環・環境への意識、調理する人への感謝の気持ちが育つように、子どもと調理員等との関わりや、調理室など食に関わる保育環境に配慮すること。


イ　保護者や地域の多様な関係者との連携及び協働の下で、食に関する取組が進められること。また、市町村の支援の下に、地域の関係機関等との日常的な連携を図り、必要な協力が得られるよう努めること。


ウ　体調不良、食物アレルギー、障害のある子どもなど、一人一人の子どもの心身の状態等に応じ、嘱託医、かかりつけ医等の指示や協力の下に適切に対応すること。栄養士が配置されている場合は、専門性を生かした対応を図ること。


�★宮城県例規検索システム


(食事)


第六条　児童福祉施設(助産施設を除く。以下この項において同じ。)において、入所している者に食事を提供するときは、当該児童福祉施設内で調理する方法(� HYPERLINK "https://kra700.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView" �条例第七条�の規定により、当該児童福祉施設の調理室を兼ねている他の社会福祉施設の調理室において調理する方法を含む。)により行わなければならない。


2　児童福祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変化に富み、入所している者の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。


3　食事は、� HYPERLINK "https://kra700.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView" �前項�の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所している者の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。


4　調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。ただし、少数の児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限りでない。


5　児童福祉施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければならない。


�★宮城県例規検索システム


(保育所の設備の基準の特例)


第三十二条　� HYPERLINK "https://kra700.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView" �次の各号�に掲げる要件を満たす保育所は、� HYPERLINK "https://kra700.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView" �第六条第一項�の規定にかかわらず、当該保育所の満三歳以上の幼児に対する食事の提供について、当該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えるものとする。


一　幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されていること。


二　当該保育所又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。


三　調理業務の受託者を、当該保育所における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。


四　幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。


五　食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点から、乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


（詳細省略）


第1章　総則


第2章　子どもの発育・発達と食育


第3章　食育のねらい及び内容


第4章　食育の計画作成上の留意事項


第5章　食育における給食の運営


第6章　多様な保育ニーズへの対応


第7章　食育推進のための連携


第8章　地域の子育て家庭への食に関する相談・支援


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


（詳細省略）


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


平成21年4月に施行された「保育所保育指針」(平成20年厚生労働省告示第141号)では、第5章「健康及び安全」の中で、「食育の推進」を位置付け、施設長の責任のもと、保育士、調理員、栄養士、看護師、など全職員が協力し、各保育所の創意工夫のもとに食育を推進していくことを求めている。


また、「保育所保育指針」と同時に策定された「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」において、「子どもの健康及び安全の確保」が掲げられている。


一方、保育所の食事の提供の形態は、自園調理が中心であるものの、外部委託や外部搬入など、多様化してきている。


こうした現状を踏まえ、厚生労働省においては、子どもの健康と安全の向上に資する観点から、保育所職員、保育所の施設長や行政の担当者など、保育所の食事の運営に関わる幅広い方々が、保育所における食事をより豊かなものにしていくための参考となるよう「保育所における食事の提供ガイドライン」を作成したので別添のとおり送付する。


ついては本ガイドラインを厚生労働省のホームページ(http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/hoiku/index.html)に掲載するので、貴管内の保育所で広く活用されるよう、周知を図られたい。


なお、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項に規定する技術的な助言として発出するものであることを申し添える。


�保育所における食を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育」）に関する取組の推進について�


第4章の5 計画の評価・改善と職員の協力体制に記述


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


大元であるため、内容は要確認


�★宮城県例規検索システム


(衛生管理等)


第五条　児童福祉施設に入所している者の使用する設備、食器等又は飲用に供する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。





2　児童福祉施設は、当該児童福祉施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。





3　障害児入所施設等は、当該障害児入所施設等において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。





一　当該障害児入所施設等における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるものとする。)を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。





二　当該障害児入所施設等における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。





三　当該障害児入所施設等において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施すること。





4　児童福祉施設(助産施設、保育所及び児童厚生施設を除く。)においては、入所している者の希望等を勘案し、清潔を維持することができるよう適切に、入所している者を入浴させ、又は清しきしなければならない。





5　児童福祉施設には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなければならない。


(令三規則七二・令五規則二一・一部改正)


�★宮城県例規検索システム


(入所した者及び職員の健康診断)


第七条　児童福祉施設(児童厚生施設及び児童家庭支援センターを除く。第四項を除き、以下この条において同じ。)の長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくとも一年に二回の定期の健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法(昭和三十三年法律第五十六号)に規定する健康診断に準じて行わなければならない。





2　児童福祉施設の長は、前項の規定にかかわらず、次の表の上欄に掲げる健康診断が行われた場合であって、当該健康診断がそれぞれ同表の下欄に掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときは、同欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わないことができる。この場合において、児童福祉施設の長は、それぞれ同表の上欄に掲げる健康診断の結果を把握しなければならない。


・児童相談所等における児童の入所前の健康診断


・入所した児童に対する入所時の健康診断


・児童が通学する学校における健康診断


・定期の健康診断又は臨時の健康診断





3　第一項の健康診断をした医師は、その結果必要な事項を母子健康手帳又は入所した者の健康を記録する表に記入するとともに、必要に応じ入所の措置又は助産の実施、母子保護の実施若しくは保育の提供若しくは法第二十四条第五項若しくは第六項の規定による措置を解除又は停止する等必要な手続をとることを、児童福祉施設の長に勧告しなければならない。





4　児童福祉施設の職員の健康診断に当たっては、特に入所している者の食事を調理する者につき、綿密な注意を払わなければならない。


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


児童福祉施設等(認可外保育施設を含む。)における衛生管理については、かねてから適正な指導をお願いしているところである。


しかしながら、本年の食中毒の発生をみると、昨年と同様に腸管出血性大腸菌(O一五七)による食中毒が多発しているところである。特に乳幼児は、腸管出血性大腸菌(O一五七)等に感染しやすく、また、重症化しやすいことから、児童福祉施設等においては、調理従事者だけでなくすべての職員が連携を図りつつ、左記の点に留意し、感染の予防に努めることが重要である。


また、社会福祉施設における衛生管理については、平成九年三月三一日社援施第六五号により同一メニューを一回三〇〇食以上又は一日七五〇食以上を提供する調理施設以外の施設においても可能な限り大量調理施設衛生管理マニュアルに基づく衛生管理に努められるよう周知したところであるが、児童福祉施設等については、感染予防の実効を期するため、大量調理施設衛生管理マニュアルを参考にするとともに、当面別添参考資料Ⅰを参照するなどにより、管下の児童福祉施設等に対し衛生管理を徹底するよう指導されたい。





記


一　感染症予防のためには、手洗いの励行が重要かつ有効であり、児童、職員ともに手洗いの徹底を図ること。食事の直前及び排便又は排便の世話をした直後には、石鹸を使って流水で十分に手指を洗うこと。


二　特に、下痢便の排泄後又は下痢便の排泄の世話をした後は、直ちに石鹸を使って流水で十分に手指を洗った上で、消毒液で手指を消毒すること。


三　使用するタオルは、他人と共用しないこと。なお、タオルの個人専用化が難しい場合には、使い捨てペーパータオル等の利用も有効であること。


四　ビニールプール等を使用して水遊びをする際には、水に入る前に腰等を中心に体をよく洗うとともに、こまめに水の入れ替えを行うなど水の汚染防止に努めること。特に、下痢気味の児童等については、水に入れないよう十分注意すること。また、風呂で入浴する場合も、同様の扱いとすること。


五　保育所等においては、児童の健康状態等について日頃から家庭と緊密な情報交換を行い、入所施設においても帰宅訓練時等に家庭との情報交換に努めるとともに、嘱託医・保健所等との連携を図り、児童の健康管理に努めること。


また、一人ひとりの児童の健康を守るためには、家庭における健康管理が重要であることから、別添参考資料Ⅱを参照して保護者に対する食中毒予防等の注意喚起を行うこと。





�� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


8　衛生管理


安全性の高い食事を提供するために、食材・調理食品の衛生管理、保管時、調理後の温度管理の徹底、施設・設備の衛生面への留意と保守点検、検食、保存食を行い、衛生管理体制を確立させる。同時に、栄養士・調理員は健康管理に十分に気をつけることが重要である。また、食事が衛生的に配慮されたものであることを子どもにも認識できるよう配慮する。





�保育所運営ハンドブックに掲載あり（厚労省のデータベースには掲載なし）


�保育所運営ハンドブックに掲載あり（厚労省のデータベースには掲載なし）


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


�★厚生労働省法令等データベースサービス


� HYPERLINK "https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html?" �法令等データベースサービス (mhlw.go.jp)�


通知　→　標題のとおり検索


�2　食事の提供に関する援助及び指導に係る留意事項について


(1)　児童福祉施設の食事の提供に関する援助及び指導に当たっては、児童福祉施設の所管部(局)が主体となり、栄養改善及び衛生管理等に関し、衛生主管部(局)と連携を図り、必要に応じて助言を得ながら実施すること。なお、認定こども園について、教育委員会が所管している場合には、教育委員会とも連携を図ること。


�食品衛生法施行規則（昭和二十三年厚生省令第二十三号）


別表第十九（第六十六条の七関係）


基本的な内容であるため、要確認


�大量調理施設衛生管理マニュアル


�大量調理施設衛生管理マニュアル


�大量調理施設衛生管理マニュアル


�保育所における調理業務の委託について


六　業務の委託契約について


施設が調理業務を業者に委託する場合には、その契約内容、施設と受託業者との業務分担及び経費負担を明確にした契約書を取り交すこと。


なお、その契約書には、前記五のア、エ、オ及びカに係る事項並びに次に掲げる事項を明確にすること。


�保育所における調理業務の委託について


五　受託業者について


受託業者は次に掲げる事項のすべてを満たすものであること。


ア　保育所における給食の趣旨を十分認識し、適正な給食材料を使用するとともに所要の栄養量が確保される調理を行うものであること。


イ　調理業務の運営実績や組織形態からみて、当該受託業務を継続的かつ安定的に遂行できる能力を有すると認められるものであること。


ウ　受託業務に関し、専門的な立場から必要な指導を行う栄養士が確保されているものであること。


エ　調理業務に従事する者の大半は、当該業務について相当の経験を有するものであること。


オ　調理業務従事者に対して、定期的に、衛生面及び技術面の教育又は訓練を実施するものであること。


カ　調理業務従事者に対して、定期的に、健康診断及び検便を実施するものであること。


キ　不当廉売行為等健全な商習慣に違反する行為を行わないものであること。


�保育所における食事の提供について�


Ⅱ　外部搬入実施に当たっての留意事項


1　外部搬入を実施する保育所においては、調理室として加熱、保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を有すること。具体的には、再加熱を行うための設備、冷蔵庫等の保存のための設備、給食を配膳するための適切な用具及びスペース、体調不良児等の対応に支障が生じない設備等を有すること。(最低基準第32条の2本文、特区省令第1条本文関係)






